
人口減少下の成熟社会にふさわしい
国土の質的向上を図る国土計画

へ転換を図ることが必要

「国土計画制度の改革」の背景

昭和３７年の第１次全国総合開発計画以来、
５次にわたり全総計画を策定

人口減少社会の到来
これまでの国土計画

過密過疎に伴う大都市問題や地方の問題への
対応など、それぞれの時代に我が国の国土が抱
えていた課題の解決に向けた基本方向を示す

「開発」を基調とした量的拡大を図る計画

国土総合開発法を抜本的に改正

「国土総合開発法」→「国土形成計画法」

国民の不安・不透明感の拡大

安全・安心・安定した

国土と国民生活の将来像の提示

（出典）国立社会保障・人口問題研究所資料等をもとに国土交通省国土計画局作成

・人口減少、高齢化
・国境を越えた地域間競争
・環境問題の顕在化
・厳しい財政制約、中央依存の限界 等

【我が国の総人口の長期的推移】



「国土計画制度の改革」のポイント

※この他、国土利用計画との一体作成、大都市圏整備に関する計画の合理化、地方開発促進計画の廃止など、国土計画体系の簡素化・一体化を図り、
国民に分かりやすい国土計画に再構築する。

国と地方の協働によるビジョンづくり 開発中心からの転換

ストックの活用

有限な資源の
利用・保全

海洋利用
・国際協調

利便性の向上に加え

国民生活の安全・安心・安定の確保

地域の自立的発展を可能とする国土の形成

計画事項等の
拡充・改変
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景観、環境を含めた

国土の質的向上

全国計画

広域地方
計画

国による明確な国土及び国
民生活の姿の提示
（国の責務の明確化）

ブロック単位の地方ごとに、
国と都府県等が適切な役割
分担の下、相互に連携・協
力して策定

計画の作成及び実施の円滑な推進を図るため、国の地方
支分部局、関係都府県、関係政令市、地元経済界等が対
等な立場で協議する場（広域地方計画協議会）を組織

計画への多様な主体の参画
・地方公共団体から国への計画提案制度
・国民の意見を反映させる仕組み

＋

全国計画のみ

国主導の作成

地方の意見を聴
く仕組みなし

国

土

形

成

計

画

全

国

総

合

開

発

計

画

総合的な国土の形成を図るための国土総合開発法等の一部を改正する等の法律（国土形成計画法）
※平成１７年７月２９日公布、１２月２２日施行
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国 全国総合開発計画

基本計画

東北開発促進計画

国土計画制度の再編

現行の国土計画 新しい国土計画
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首都圏整備計画

新制度に発展的に吸収

調和

調和

国土利用計画全国計画国土利用計画全国計画

（計画の統合）

（廃止）

※国土の利用に関して
○他の国の計画の基本
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国土形成計画（全国計画）
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整備計画（５年）

事業計画（毎年度） 事業計画（毎年度）

基本整備計画

事業計画（毎年度）

近畿圏整備計画

事業計画（毎年度）

基本開発整備計画

事業計画（毎年度）

中部圏開発整備計画

事業計画（毎年度）

北陸地方開発促進計画

中国地方開発促進計画

四国地方開発促進計画

九州地方開発促進計画
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新たな国土形成計画の枠組み

基
本
と
す
る

全国計画 広域地方計画

総合的な国土の形成に関する施策の指針
（府省横断的な計画）

【計画の内容】
・国土の形成に関する基本的な方針
・国土の形成に関する目標
・全国的な見地から必要とされる基本的な施策
（個別事業名は原則として記述しない）

都道府県・政令市から計画作成・変更提案

国土交通大臣が案を作成

閣議決定

国土審議会
の調査審議

都道府県・政令市
からの意見聴取

パブリックコメント

広域地方計画区域における国土形成のための計画

【計画の内容】
・当該区域の国土の形成に関する方針
・当該区域の国土の形成に関する目標
・広域の見地から必要とされる主要な施策
（個別事業名を含む）

市町村から計画作成・変更提案（都府県経由）

国土交通大臣が決定

広域地方計画協議会
対等な立場で協議

パブリック
コメント

学識経験者
からの意見聴取

国の地方
支分部局

関係都府県

関係政令市 地元経済界等

２以上の都府県の区域で政令で定める区域



これまでの国土計画（国土計画の変遷）

全国総合開発計画
(一全総)

新全国総合開発
計画(新全総)

第三次全国総合開発
計画(三全総)

第四次全国総合開発
計画(四全総)

21世紀の国土の
グランドデザイン

閣 議
決 定

昭和37年10月５日
（1962年）

昭和44年５月30日
（1969年）

昭和52年11月４日
（1977年）

昭和62年６月30日
（1987年）

平成10年３月31日
（1998年）

背 景

1 高度成長経済への
移行

2 過大都市問題、所得
格差の拡大

3 所得倍増計画(太平
洋ベルト地帯構想)

1 高度成長経済

2 人口、産業の大都市
集中

3 情報化、国際化、技
術革新の進展

1 安定成長経済

2 人口、産業の地方
分散の兆し

3 国土資源、エネル
ギー等の有限性の
顕在化

1 人口、諸機能の東京
一極集中

2 産業構造の急速な変
化等により、地方圏
での雇用問題の深刻
化

3 本格的国際化の進展

1 地球時代(地球環境
問題､大競争､アジア
諸国との交流)

2 人口減少･高齢化時
代

3 高度情報化時代

目 標
年 次

昭和45年
(1970年)

昭和60年
(1985年)

昭和52年から
概ね10年間

概ね平成12年
（2000年）

平成22年から27年
（2010-2015年）

基 本
目 標

地域間の均衡ある発展 豊かな環境の創造
人間居住の総合的環境
の整備

多極分散型国土の構築
多軸型国土構造形成の
基礎づくり

開 発
方 式 等

拠点開発方式

目標達成のため工業の
分散を図ることが必要
であり、東京等の既成
大集積と関連させつつ
開発拠点を配置し、交
通通信施設によりこれ
を有機的に連絡させ相
互に影響させると同時
に、周辺地域の特性を
生かしながら連鎖反応
的に開発をすすめ、地
域間の均衡ある発展を
実現する。

大規模開発
プロジェクト構想

新幹線、高速道路等
のネットワークを整備
し、大規模プロジェク
トを推進することによ
り、国土利用の偏在を
是正し、過密過疎、地
域格差を解消する。

定住構想

大都市への人口と産業
の集中を抑制する一方
、地方を振興し、過密
過疎問題に対処しなが
ら、全国土の利用の均
衡を図りつつ人間居住
の総合的環境の形成を
図る。

交流ネットワーク
構想

多極分散型国土を構築
するため、
①地域の特性を生かし
つつ、創意と工夫に
より地域整備を推進

②基幹的交通、情報･
通信体系の整備を国
自らあるいは国の先
導的な指針に基づき
全国にわたって推進

③多様な交流の機会を
国、地方、民間諸団
体の連携により形成

参加と連携
－多様な主体の参加と
地域連携による国土
づくり－

(４つの戦略)
1 多自然居住地域(小
都市、農山漁村、中
山間地域等)の創造

2 大都市のリノベーシ
ョン(大都市空間の修
復、更新、有効活用)

3 地域連携軸(軸状に
連なる地域連携のま
とまり)の展開

4 広域国際交流圏(世
界的な交流機能を有
する圏域の形成)

国土形成計画
(全国計画)

新国土形成計画
(全国計画)

平成20年７月４日
（2008年）

平成27年８月14日
（2015年）

1 経済社会情勢の大転換
(人口減少･高齢化、グ
ローバル化、情報通信
技術の発達)

2 国民の価値観の変化・
多様化

3 国土をめぐる状況(一
極一軸型国土構造等)

1 国土を取り巻く時代の
潮流と課題(急激な人口
減少･少子化､異次元の
高齢化､巨大災害の切迫
､インフラの老朽化等)

2 国民の価値観の変化
(｢田園回帰｣の意識の
高まり等)

3 国土空間の変化
(低･未利用地、空き家
の増加等)

平成20年から
概ね10年間

平成27年から
概ね10年間

多様な広域ブロックが自
立的に発展する国土を構
築、美しく、暮らしやす
い国土の形成

対流促進型国土の形成

(５つの戦略的目標)

1 東アジアとの交流･連
携

2 持続可能な地域の形成
3 災害に強いしなやかな
国土の形成

4 美しい国土の管理と
継承

5 ｢新たな公｣を基軸と
する地域づくり

重層的かつ強靱な
｢コンパクト

＋ネットワーク｣

（具体的方向性）
1 ローカルに輝き、
グローバルに羽ばたく
国土(個性ある地方の
創生等)

2 安全･安心と経済成長
を支える国土の管理と
国土基盤

3 国土づくりを支える参
画と連携(担い手の育
成、共助社会づくり)
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